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Abstract 

This study aims to constrain electrical resistivity structures of central and 

western Shikoku district using Network-MT data. According to 

seismological study in Shikoku district it is clear that the physical 

conditions (Vp/Vs, seismic activity, etc.) of Philippine Sea plate boundary are 

non-uniform. It is necessary to improve accuracy of electrical resistivity 

structures around plate boundaries for making a comparison between 

seismic structures and electrical resistivity structures. We report the 

preliminary results of possibilities of existing high resistive plate in the 

central Shikoku and low resistive plate in the west Shikoku. 

 

１．はじめに 

 近い将来発生が予想されている「南海トラフの地震」の震源域として，地震被害の歴史的な記

録をもとに従来は南海地震，東南海地震，想定東海地震の大きく３領域が想定されてきた。しか

し，これらが連動した地震もあり個別の震源域を限定した地震発生予測が見直されている（地震

調査研究推進本部，2013）。従来の個別の震源域で破壊が止まるのか連動するのかを考察する上

で，ユーラシア・プレートとフィリピン海プレートの力学的カップリング状態とプレート境界の

物性が基本情報として考えられる。 

 四国地方の下に潜り込むプレートの形状や地震波速度，スラブ内地震の発生状況の詳細が地震

学的に明らかにされている（例えば，弘瀬ほか，2007）。四国地方という狭い領域に限ってもス

ラブ内地震の発生場が異なっている。四国東部・中部ではスラブ内地震は海洋モホよりも下（海

洋マントル）で発生しており，四国西部では海洋地殻内で発生している。また，四国東部・中部

のスラブ内地震の発生領域の Vp/Vsは 1.59から 1.66程度であるが，四国西部では 1.80以上であ

る。四国西部から中部にかけての深さ 30km 付近に発生する低周波微動域の Vp/Vs は 1.80 以上

である。低周波微動の発生原因については Vp/Vsの大きさなどからプレートからの脱水反応によ

り供給された水による破壊強度の低下と解釈されることがあるが，スラブ内地震については単純

に Vp/Vsの値では解釈できないように見える。 

 地震学的な手法とは独立した物性の評価手法として電磁気的な評価手法がある。電磁気学的な
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手法では比抵抗構造を推定する。四国地方の全域の 3次元比抵抗構造はまだ求められていないが，

これまでに複数測線での観測と 2 次元比抵抗断面が求められている。四国東部域では，笹井ほか

(1988)，Yamaguchi et al.(1999)，首藤(2003)，塩崎ほか(2007)，鳥取大学(2011)などがある。四

国中部域では，地殻比抵抗研究グループほか（1988,1989），塩崎ほか(1988a,b)，塩崎（1993）

がある。四国西部では，山口（1998），平井ほか（2001），鳥取大学(2009)，山下ほか(2009,2010)

がある。四国東部域では，地震学的な構造と調和的な比抵抗構造（Yamaguchi et al.,1999;鳥取大

学,2011)が提案されている。四国東部の比抵抗断面として鳥取大学（2011）による比抵抗構造を

図１に，中部の比抵抗断面として塩崎(1993)によるものを図２に，そして西部の比抵抗断面とし

て鳥取大学(2009)を図３に示す。四国東部の構造は地震学的な構造との対応が極めて良いが，四

国中・西部では地震学的な構造と比較するに十分な精度の比抵抗構造とは必ずしも言えない。 

 本研究では，四国中・西部域で観測されたNetwork-MT電場データを用いて周期 1000秒から

10000秒のより長周期側の MT 応答関数を再解析し，下部地殻からプレート周辺の比抵抗構造に

制約を与えられないかを検討する。 

 

２．Network-MT データ 

 四国における Network-MT電場観測は，山口(2014)の中四国のレビューに観測点の分布が紹介

されているが，6期に分けて実施されている。第一期（1994年 11月－12月）には土佐山田・大

杉・安芸・室戸・牟岐，第二期（1995年 2月－5月）に徳島・脇町・三本松，第三期（1995年 7

月－12月）には阿南・丹生谷・高松・阿波池田・丸亀・観音寺，第四期（2000年１月－3月）に

は松山・大洲・宇和・城川，第五期（2000年 4月－8月）には頭集・橋上・土佐清水・土佐中村，

そして第六期（2000 年 6 月－12 月）には頭集２・檮原・東津野・窪川・木屋ヶ内・大方で実施

されている。 

 瀬戸内海側は電化されている JR からの漏洩電流が大きく，高知市・高松市及び松山市周辺は

路面電車からの漏洩電流が大きく S/N が悪い。また，JR が電化されていない地域でも S/N の悪

い観測点（大杉，城川，宇和）がある。 

 

３．Network-MT データによる比抵抗構造の制約 

 四国中部の塩崎(1993)による比抵抗モデルでは下部地殻からマントル・プレートにかけての構

造は四国東部の比抵抗構造とはかなり異なっている。どの程度，東部と中部の構造が有意なもの

かを調べるために土佐山田，大杉，阿波池田におけるNetwork-MT観測データと気象庁柿岡観測

所における地磁気観測データを使用してMT応答関数をBirrp(Chave and Thomson,2004)を用い

て計算した。比較的信頼度の高い結果の得られた大杉の MT 応答関数の結果を図４に示す。１点

のみのデータなのでここでは，比抵抗モデル（図５）による理論的な MT 応答関数（図６）との

比較をする。フォワード計算は Uchida and Ogawa(1993)を用いておこなった。フォワード計算

の比抵抗構造モデル（図５）は，四国東部の比抵抗構造モデル（Yamaguchi et al.,1999;鳥取大

学,2011）を参考にして，上部地殻を 100m(20km)，下部地殻 1000m(20km)，上部マントル

50m(360km)，下部マントル 1m，海洋地殻 75m(10km)，プレート 5000m(20km)とし太

平洋・瀬戸内海・日本海を構造に入れ，た。大杉は太平洋側の海岸線から約 26km に位置してい
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るのでMT応答関数（図６）の 26.5kmのMT応答特性を見ると位相の変化は観測から得られた

MT応答関数の位相差の特徴をよく表現していることが分かる。 

 四国西部域では西南日本外帯の上部地殻内に数m 以下の低比抵抗層が存在するという特徴を

もった２次元比抵抗断面が鳥取大学(2009)や山下ほか(2009,2010)により報告されている。下部地

殻以下は 10m から 100m の範囲に求められており構造の差を示唆するような明瞭なコントラ

スが見られない構造になっている。ここでは城川で得られた Network-MT データから得られた

0.01Hzから 0.0001HzのMT応答関数を鳥取大学(2009)による広帯域MT観測のもっとも近い観

測点の MT 応答関数に接続を試みた（図７）。このデータを新たに付加して広帯域 MT データを

用いてインバージョン（TM:位相，TE:比抵抗，位相を採用）により得られた 2次元比抵抗断面を

図８に示す。現状では収束状況が十分ではなく上部地殻の不均質が強調される結果になっている

が，下部地殻・マントル・プレート構造を表すようなコントラストはやはり見えていない。 

 

４．今後の課題 

 本研究では，Network-MTデータを用いて四国中・西部の既存の比抵抗構造の下部地殻よりも

下の構造について何らかの制約が与えられないかを，フォワード計算との比較，MT 応答関数の

接続により試みた。極めて限られたデータによるものであるので，さらなる調整が必要であるが

次のようなことが分かった。 

既存の四国中部域の比抵抗構造は，極めて低比抵抗な下部地殻とプレートが特徴であるり四国

東部とは様相が異なる構造であるが，Network-MTデータによるより長周期のMT応答関数を説

明する構造としては四国東部の比抵抗構造モデルに近い構造でもある程度説明が可能性であるこ

とが示唆された。位相差特性については観測値と理論値の傾向が良くあっている。 

四国西部域については上部地殻内の極めて低比抵抗な層の存在とその下部のコントラストのな

い構造が特徴であった。上部地殻内の低比抵抗層によりそれより下部の情報が見えていない可能

性もあったが，Network-MTによる 0.01から 0.0001HzまでのMT応答関数を追加した結果でも

桁で変化するような比抵抗の構造上のコントラストは見いだせなかった。Network-MTの位相差

特性もほぼ 45°であるため大きなインピーダンスの変化は存在しないのか，存在しても極めて厚

さが小さいために認識することが難しいのかもしれない。 

 これらはまだ予察的な結果でありさらに詳細な検討が必要であるが，精度を上げるためにはさ

らなる広帯域MTやNetwork-MT観測ものぞまれる。 
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Fig.1 Two dimensional resistivity structure in the eastern part of Shikoku district (Tottori 

Univ.,2011) 

Red circular: seismic hypocenter 

 

 

Fig.2 Two dimensional resistivity structure in the central part of Shikoku district 

(Shiozaki,1993) 

 

 

Fig.3 Two dimensional resistivity structure in the western part of Shikoku district (Tottori 

Univ.,2009) 
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Fig.5 Resistivity structure in the central part of 

Shikoku for calculation of MT response functions 

    upper crust: 100m, lower crust: 1000m 

    upper mantle: 50m, lower mantle: 1m 

    oceanic crust: 75m, plate: 5000m 

Fig.4 MT response functions at Osugi 

Osugi is located 26km north form shoreline. 

 

 

Fig.6 Theoretical MT response functions for electrical resistivity model shown in Fig.4 
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Fig.7 Combined MT response functions near Shirokawa 

  500-0.001Hz: broad-band MT respons functions (Tottori Univ.,2009) 

  0.01-0.0001Hz: Network-MT response functions at Shirokawa 

 

 

Fig.8 Resistivity structure in the western pat of Shikoku district using combined MT response 

functions 
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